
東京都目黒区南部一帯における住宅環境の更新

1.研究の背景と目的

都市の内部地域構造は,都市地理学の主要な研

究テーマの1つである.バージェスの同心円構造

理論,ホイトの扇形理論,- リス=ウルマンの多
1)

核心理論以来,数多くの研究がなされてきた.こ

れらの研究を概観してみると,都市の内部地域構

造を導くための等質地域の考え方には,次の 3つ

がある.第 1は,時間的発展地域の考え方である.

同心円状に,都心､･中間地帯 ･周辺地帯 ･外緑地

帯と分けられる.都市化の進展により,都市が拡

大する段階を地域に投影させたものである.地域

構造化の指標としては,人口増減率,人口密度が
2)

用いられることが多い.第 2は,機能地域の構造

を論じるものである.土地利用の状況により,都

心業務地域 ･商業地域 ･住宅地域 ･工業地域等に

分ける.バージェスの理論,ノ､リス=ウルマンの

理論も土地利用パターンの理論であった.土地利

用を指標として用いることの問題点は,土地利用

パターンの同定である.この点について,数多く
3)

の試みがなされている.第 3には,社会地域の視

点がある.ホイトの理論は,住宅地の質がセクタ

ー状に同質となるとしたもので,一種の社会地域

構造論である.社会地域の構造を見出す手法とし
4)

て,因子生態研究が,近年よく用いられる.

次に,東京の地域構造をみてみよう.社会地域

の分析については,高野(1982)の研究があるが,

筆者は,人口と土地利用の双方を指標として主成

分分析を行ない,東京都区部をメッシュにより類

型区分した.その結果,図1のように,ほぼ3層

の同心円構造が見出せる.すなわち,中心より順

に,都心､業務地域,高密住宅地域,低密住宅地域

となっている.この3地域の境界付近は,両地域

の類型が混在した漸移地帯である.

ところで,都市内部の地域類型区分だけでなく,

その変化の過程も,都市地理学の重要な研究課題
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である.都市地理学においては,変化の過程すな

わち都市化の概念には,2つの視点があるとされ

ている.第 1は,｢都市化とは,近代産業の発達

によりruralな地域が urbanな地域に変化する

過程｣とするものであり,第2は,｢都市化とは,

都市的な要素がより多く加わっていく過程｣とい
5)

う視点である.石水(1962)は,都市化研究を整理

し,これを狭義の都市化と広義の都市化としてい

る.また,正井 (1971)は,近隣の小中心､地域が

都心化することを,高度都市化としている.服部

(1973)は,大都市圏が形成されていくことを,巨

大都市化としている.これは,複数の郡市のシス

テム化の概念である.このように,都市化という
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■･商工混在地域

:A:.高密住宅地域
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･コ文教･緑地地政

図1 東京都区部の地域類型
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ことばは,地理学においてさえ各様の意味を含ん

でいる.都市内部の変化に限ってみれば,石水の

広義の都市化は,中心地化ということであろう.

しかし,中心地化のように機能地域としての変化

を伴なうのではなく,｢更新｣という変化の概念

がある.都市内部においてほ,絶えずこの更新現

象が行なわれ,次第に擁能の質的な変化がおこる.

以上,都市内部地域構造とその変化の概念を規

定した.本論文は,高密住宅地域を対象として,

その更新の実態を分析することを目的とする.

2. 高密住宅地の更新に関する既存研究例と
本研究の立場

高密住宅地は,既成住宅地,既成市街地などと

称されることが多いが,類似の研究は,住環境整
6)

備の立場から行なわれてきたものが多い.2- 3

の例を紹介すると,高見沢(1977)は,目黒区 ･世

田谷区の一部街区の昭和37年-47年の変化を調査

し,更新の実態を,宅地細分化,共同住宅等につ

いてあきらかにしている.石原(1979)は,世田谷

区の一戸建住宅が昭和42年-52年にどのような土

地利用に変わったか,また,分割されたかを調査

し,変化の仮説を導き出している･川上(1976)は,

既成住宅地の建築行為を調査し,地区計画と事業

手法の開発の必要性を強調している･

観点は多少異なるが,インナーシティ問題をと

りあげる立場からの研究もある.インナーシティ

問題とは,都心周辺部に低所得層 ･不良住宅が滞

留して環境が悪化することをいい,都市計画 ･経
7)

済学などの分野を中心に,対策が模索されている.

地理学においてほ,都心と郊外の研究例は多い

が,その中問にあたるこの地域の研究は少ない.

桑島(1971)は,仙台の既成市街地の住宅の変化を

調べた.服部 (1973,pp.148)は,副々都心とし

ての城東地区の商店街の実態を調査している.

本論文は,環境整備計画まで言及するものでは

なく,都市内部の変化の法則性を追求する立場か

ら,目黒区南部の,昭和47年から57年における更

新の実態を明らかにするにとどめた.更新の要素

としてほ,当地域において昭和40年代後半から急

速に増加してきたマンション,駐車場および,土

地利用変化の要素として商業地をとりあげた.

3. 目黒区南部の概要

目黒区南部一帯は,関東大震災を契機として宅

地化がすすみ,昭和初期の私鉄の開通とあいまっ

て,郊外住宅地として発展してきた.第二次大戦

を経て,さらに市街化していき,昭和30年代の終

わりには,ほとんど農地が残存していない状態で

あった.

目黒区の人口の動態をみると,図2のように,

昭和35年ごろからは,人口の増加はとまり,45年

からは減少している.ただし,世帯数は増加し,
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図2 目黒区の人口及び世帯数

社会的地理的に細分化していることがうかがえる.

昭和40年代以後の変化としてほ,道路網などの

大きな変化はないが,40年代半ばのいわゆるマン

ションブームの波をうけ,高層住宅が増えた.普

た,住宅を改造してアパ-ト経営をしたり,次世

代のために細分化したりする例もみうけられる.

50年代初めからのいわゆるミニ開発はそれほど多

くない.

一方,駅前商店街を中心とする中心地も発達し

ている.服部(1973,pp.178)によれば,自由ヶ丘

は第 3次中心地,都立大学は第 2次中心地とされ

る(表 1).自由ヶ丘は,私鉄の交差する駅として,

開通当初より比較的規模の大きな商店街を形成し

ていた.私鉄沿線の人口が増加していくに伴ない

商店街もどんどん拡大していったが,昭和52年の

新玉川線の開通により,乗換客は減少した.しか
8)

し,駅の乗降客は依然として増加しており,商店

街が中心地としての魅力を備えていることを示し

ている.平面的にも拡大する傾向にある.
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お茶の水地理 第24号 1983年

表1 東京盛 り場の機能と規模

階 層 区 分 都 ノL､ ′性 空 言にJ ､_′ 最怠 叢 書 易志誓言 最 念書 最 安 室 最 互 計学... ‡世.城

棉 ブJ 型 型 J竺 型 ヱ 升U m_Itr_ ＼.一一..ノ 型 #llJl

Ⅰ 位 階 層6 次 中 心 30万以上 30万以上 蕃B一L,書B鳥T岱 1

ⅠⅠ 位 階 屑5 次 中 心 1.0-10.0万 ⅠⅠ1.5-10.0万 人 形 打神 亡召秋 葉 蝶i美 二革一 棟上 野i美 革新 考古池 名産渋 /i+ 9

m 位 階 層4 次 中 心 0.4-1.0万 ⅠⅠ1.5~万1ユ_上 Jl hL M 本 音TS 26

ⅠTT0.6-1ー5万 珊 一朝垂烏 糸 Err大 森三 芳拓 町 LrL1 1什管 楽 収着 . 堤六 本 . 木 呈 賢大 井大 塚寺 島 l 川

Ⅳ 0.6-0.6万 ′ト 岩′ト LLJ 就 任

Ⅳ 位 階 層3 次 中 心 0.2-0.4万 ItlO.6-1.5万 池 ｣二吾 つ醸 橋 二立二 才1. 48

Ⅳ0.3-0.6万 日 日1 ケ JL ■-ri5]- 凶駒 込打T 度日 . _甲_ 目 黒笛 同 町 尾 久･∠卜 i左# #巣 T.ち~東 中 野根 橋1 - 秦中 延申 すト え び-すき 豊三 好 町警 t,-#+竃亀 有 町東 長 崎東 -卜 集中 rl 井

Ⅴ0.37才以下 練 韓l E類 /｣, 山背 7モミ

Ⅴ 位 階 層2 次 中 心 0.2万以 下 Ⅳ0.3-0.6万 Fl ->JA-,七二 村 -iル水中 船 橋471 1-～大 llJ幡 ケ Jif- 45Ⅴ0.3万以下 大 開 山野 J-fi柵 UJ等 々 力奥 fJく成 城才 1- 神 すト 打1 袋 p卜 鴇卜 板 株う哀 稀i1* #本 木桜 fT成 増≠ 川骨 ∃牲 +i.亀 LlJ武 蔵 ー顎】堀 之 内金 町明 大 肯7)-｣二 軍f 毛>̂ミ 蝶用 架

服部鐘二朗 『都市化の地理』より

このように,目黒区南部は,住宅地ではあるが

中心地をもかかえ,質的な変化をとげつつある･

4.更新の実態

1)調査方法
更新の要素としてとりあげた3つについて,分

布,10年前の土地の状況を調べた･商店について

は昭和36年のデータも用いた.調査方法は,昭和

36年と47年については実地調査,昭和57年は,住

宅地図,商工名鑑,商連名簿などの資料によった･

47年と57年とで調査方法が異なるので,数字には

多少のずれが生じることがあり得るが,変化の傾

向をつかむには差しつかえないと判断した･

2) 商店街の変化 図3 商店街の配置
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600釈 = =回 回画

1000 回回 150
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図4 商店街の配置モデル (数字は商店数)

①配置

当地域の商店 ･商店街は,図3に示すように,9)
駅を中心とした配置になっている･駅前に規模の

大きな商店街が広がり,駅と駅の中間に日常買回
10)

り品の店を主とする中規模の商店街がある･さら

に小規模の商店街がその間に分布し,孤立商店が

不規則に散在している.昭和47年の分布から,醍

置について,図4のような法則が導きだされる･

昭和57年にいたっても,この配置は基本的には変

化していない.部分的な変化は,自由ヶ丘の周辺

が延びて緑ヶ丘に連続しつつある･また,大通り

図5 商店街の平面的広がり

沿道はかなり変化している.目黒通り沿道には,

大きなスーパーが相次いで開店し,周辺に商店が

たちはじめている.環七通り沿道は,オフィスビ

ルがならぶようになった.

商店の消滅はほとんどない. 自由ヶ丘周辺でボ

-リング場がアパート群に変わった例が目立つ･

④駅前商店街の平面的広がり

3商店街は,昭和36年から57年の問に,図5の

ように,周辺に少しずつ広がってきている･自由

ヶ丘は各方向に広がっているのに対し,都立大 ･

緑ヶ丘では拡大の方向が限られている･ 自由ヶ丘

の場合,昭和38年に南口改札口が開設されて以来

南口駅前の通りに商店街ができていたが,昭和55

年に大型スーパーマーケットが開店したことが契

機となって,相次いで商店ビルが建っている･ま

た,昭和50年に,九品仏川の河川改修が完成し,

遊歩道となり,川沿いの環童が良くなって,商店

ができている.同様のことは都立大でもいえる･

香川改修後に,今まで商店のなかった川沿いに食

料品の店までできている.ただし,都立大の場合,

遊歩道上が自転車置場となっていて,遊歩道が商

店街を分断する形になってしまっている.自転車

置場は,自由ヶ丘でも問題である.駅前ロータリ

ー周縁の歩道に自転車があふれ,安全性と美観の

上から好ましくない.物的な対応策がとられれば,

商店街の更新現象の一つであるが,今のところ,

その余地はないと見うけられる.

④業種構成

商店街の業種構成は,昭和47年のデータによる

表2 商店街の規模と業種

レ
l

食
料
は
hm

飲
衣
ク
シ

関
場
数
㈲

日
回
店

理美容
米 ･酒

S.47 実地調査による
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お茶の水地理 第24号 1983年

と,商店街の階層によって異なり,表 2のように

なっていた. 自由ヶ丘と都立大学とでは,日常買

回り品の商店の数には差がみられない.商店の総

数は, 自由ヶ丘が都立大学の1.6倍である･自由

ヶ丘は,飲食店 ･衣料品 ･リクリエーション･金

融関係等の業種が多い.すなわち,自由ヶ丘 ･都

立大学ともに,周辺住民のための日常買物センタ

ーの機能をもち,周辺住民の人口には差がないた

め,その規模にも差がみられないといえる. 自由

ヶ丘は,業種構成からみて,より中心地であると

いえる.

3駅前商店街について業種構成の変化をみると,

昭和36年から47年の間には,図6のように,自由

建

材

類

金
融

･
保
険

医
療
･専
門
職

住

居

関
係

レク
リ
エー
シ
ョン

サ
ー
ビ
ス

一
般
小
売
商

衣

料

品

食

料

品

飲

食

店

ことも考えられる.

3) 中高層集合住宅の立地

①分布

高層集合住宅 (5階以上,併用住宅,寮 ･社宅

も含む)の分布は図7のように大通りと駅周辺に

集中している.用途地域規制,高度地区規制に加

えて昭和53年からは日影規制がかかり,この地区

しか高層建築物は建てられないためであ る･ 3

階 ･4階の中層鉄筋アパートは,一様に分布し,

大幅に増加している.いわゆる木賃アパートが減

少し,鉄筋化したとみることができる.屠住環境

にとって,老朽化した時に問題が生じることが予

想される.
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図6 駅前商店街の業種別商店数

ヶ丘 ･都立大で レクリエーション関係と飲食店が

増えている.食料品 ･個人サービス業にはそれほ

ど変化がないか,減少している.昭和47年から57

年の問には, 自由ヶ丘で飲食店,衣料関係,専門

職関係が増え,都立大学ではほとんど増えていな

い.食料品店は減少している.これは,周辺人口

がわずかながら減少しつづけているので,日常買

回りの店は増加する余地がなく,増加するのは中

心性のある業種のみで,これらの業種は中心商店

街にしか立地しないためである.日常買回り品に

ついては,当地域内にスーパーマーケットやコン

ビニエンスストアが増加したことが影響している

④進出状況

昭和40年代半ばのマンションブームの影響で,

当地域にも多くの高層集合住宅が建てられた.昭

和47年には83棟あったが,57年には,103棟に増

加している.高層集合住宅はどのような土地に建

てられているかを,それぞれ昭和44年版の住宅地

図と昭和47年の実地調査から,昭和47年と57年の

状況について調べた.表 3のように,個人住宅が

最も多い.比較的小規模なものに多く,地主が大

家となっているケース,家を建てなおし,敷地内

に自宅とアパートをたてるケース･庭に建てるケ

ースがある.商店街の中や周辺では,階下を店舗
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にした併用住宅になるケースが多い.商店街への

人口Uターン現象といえる.大規模なものは,工

場跡地,幹線道路沿道に建てられる.香川沿いと

碑文谷の目黒通り沿いの工業地域には工場移転の

跡はほとんど高層集合住宅に替わっている.工場

経営会社の社宅となるケースと,分譲マンション

となるケースとがある.環七通りの沿道では,衣

通量が多いので騒音や振動が激しく,個人住宅は

ほとんど移転した.会社ビルやモビリティ関係の

業種に替わるケースが多いが,階上を住宅として

いる高層建築もみられる,

4) 駐車場

(∋分布

住宅地の中に月極駐車場をみかけることは,今

日ではあたりまえのこととなっているが,昭和36

年には当地域に駐車場は皆無であった.駐車場は,

形態も様々であり,一時的な土地利用であるとさ

れ,各種統計上も空地として扱われることが多い

ので,正確な分布を知ることは困難である.実地

表3 中高層住宅の進出状況

計

S.47-ナ57 計 l137 25 28 16 15 17107

9)
調査により,商店の客用のもの,月極貸駐車場を

調べると,図8のように分布している.昭和47年

から57年の間には,数が膨大に増加している.世

帯数が増加し(図2),自動車保有台数も増加して

いる(図9)ことが関係している.昭和47年には商

店街の周辺に多かったが昭和57年には地域内のあ

ちこちに分布している.しかし,とくに目立つの

は,大ス-パーマーケットができたことにより,

周辺にいくつも駐車場ができていることである.

一万,47年に駐車場であったところで,57年に他

の土地利用に替わっているケースも,47年当時の

1/3程度あり,駐車場は一時的土地利用であるこ

とを示している.

図8 駐車場の分布

S.41 45 50 55都税事務所調べ

図9 目黒区乗用車台数

表4 駐車場の進出状況

以前の土
地利用

S.44→47【 26 10 7 4 2 28

S.47う57t146 17 8 16 14 72
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(多進出状況

どのような土地が駐車場になったかを調べると

表4のようになった.個人住宅が替わるケースが

最も多い.鉄筋アパー トの場合と同様,敷地の一

部を駐車場にするケース,家を建てなおし住宅と

駐車場に分割するケ-ス,敷地が全部駐車場に替

わるケースがある.相続の際の転換と思われるも

のも多い.畑地 ･空地は転用する場合は駐車場と

なるのがほとんどである.

5. 結論と今後の課題

高密住宅地の更新の実態を,商店 ･商店街,中

高層集合住宅,駐車場の3面からみてきた.

商店街の変化では,最大の駅前商店街の自由ヶ

丘は,平面的にも業種構成からみても中心性を増

している.中心地がますます中心化する傾向があ

る.幹線道路沿道には,大型スーパ-が開店し,

周辺に商店ができはじめている.

高層集合住宅は,規制の範囲外である幹線道路

沿道と駅周辺で増加している.第一種,第二種住

居地域では, 3階建の鉄筋アパー トが増えている.

中高層住宅は,個人の家が替わるケースが最も多

く,更新への民間エネルギーが強いことを示して

いる.世代の交代が一つの契機になると思われる.

駐車場は,当地域全域にわたり,大巾に増加し

ている･転用もはげしく,約1/3が消滅している.

跡地利用としてほ,アパ- ト･マンションが多い.

駐車場の存在は,地主の意志によって左右される.

転用までの簡便な土地の有効利用ということで,

変化がはげしくなる.新しく増加した駐車場は,

マンションと同様,個人住宅が替わることが最も

多い.やはり,世代の交代が契機になると思われ

る.大型スーパーの周辺には広い駐車場ができて

いる,駐車場に関する規制はないが,オープンス

ペースとして,美観,公害,危険性上の問題が残

されている.

居住環境の更新の要素には,土地利用変化のほ

か,宅地の細分化,建物の建て替え,建築様式の

変化,所有権の移転,あるいは観点を変えて,オ

ープンスペースの広さと形態など重要なものが他

にも数多くある.本論文ではそこまで追求する余

地がなかったが,ぜひ研究を進め,更新の法則性

までさぐりたい.また更新の動機は,個人の意志

であるので,インタビューなどによる調査が必要

であると感じた.ここではいわゆるマンションを

とりあげたが,アパー ト建築も,手軽な高度土地

利用 として,依然としてひんぽんに行われている.

アパー トの増加は人口密度増により質の異なる住

民の転入からくるコミュニティの再編など,住環

境上の問題をはらんでいる.社会地域としての質

の変化がどのような形でおこっているのかほ,東

京の都市構造の中での位置づけとあわせ,興味あ

る課題である.

注

1) これらの理論およびその批判の紹介について

は,石水(1974),田辺(1971)に詳しい.

2) 研究例としては,木内(1951),森川洋(1976),

森川滋(1978),桑島(1971)第2部2章などがあ

る.

3) 山本他(1977),高橋他(1978)など.

4) 森川洋(1976),高野岳彦(1979).

5) 服部(1973)pp.72.

6) 研究の展望は,｢既成市街地の整備計画｣『都

市計画』120 pp.38-44参照.

7) インナーシティの住宅問題についての研究展

望は,高山(1982)参照.

昭和47年

昭和57年

乗換客数 乗降客数

15万人 9万人

9万人 11万人

9) 駅前商店街の範囲は,商店が連続していると

ころまで.周辺商店街 ･駅間商店街の範囲は,

住宅と商店が混在していても含めるが,商店と

商店の間隔が約100m以上離れれば,散在商店と

した.

10) 日常買回り品店の業種は,食肉･鮮魚･青果

･米･酒 ･食料品･牛乳 ･クリーニング.

ll) 個人用のもの,マンションの共用駐車場, ど

ルの階下のもの,商店専用のもの,中古車の展

示場は除いた.
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